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第一部 【企業情報】

 

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第89期

第３四半期
連結累計期間

第90期
第３四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 (百万円) 593,317 700,616 802,854

経常利益 (百万円) 28,408 36,687 40,286

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

(百万円) 14,754 21,125 22,960

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 34,196 24,298 52,258

純資産 (百万円) 407,197 404,279 425,308

総資産 (百万円) 729,476 729,244 743,520

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 71.22 102.68 110.82

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) 71.20 102.66 110.79

自己資本比率 (％) 51.1 55.2 52.4
 

 

回次
第89期

第３四半期
連結会計期間

第90期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

自　2022年10月１日
至　2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 60.70 17.95
 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であった(株)アルプス物流及びその子会社25社を持

分法適用会社に変更しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表 注記事項（連

結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご参照ください。

 
２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は以下のとおりです。

（物流事業セグメント）

　第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった(株)アルプス物流及びその子会社25社を連結範囲から変更

し、持分法適用の範囲に含めています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（連結の

範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご参照ください。

 
なお、第１四半期連結会計期間及び第２四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しています。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の

「４．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。
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第２【事業の状況】

 

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末と比べ142億円減少の7,292億円、自己資本は132

億円増加の4,027億円となり、自己資本比率は55.2％となりました。

流動資産は、棚卸資産、受取手形及び売掛金の増加と、現金及び預金の減少等により、前連結会計年度末と比べ

60億円増加の4,651億円となりました。

固定資産は、建物及び構築物、土地、機械装置及び運搬具の減少と、投資有価証券の増加等により、前連結会計

年度末と比べ203億円減少の2,641億円となりました。

流動負債は、短期借入金、支払手形及び買掛金の増加と、賞与引当金の減少等により、前連結会計年度末と比べ

121億円増加の2,463億円となりました。

固定負債は、退職給付に係る負債の減少と、繰延税金負債の増加等により、前連結会計年度末と比べ53億円減少

の785億円となりました。

なお、上記の固定資産、固定負債の減少及び投資有価証券の増加の主な要因は、当社の連結子会社であった(株)

アルプス物流及びその子会社25社を持分法適用会社に変更した影響によるものです。

 

②経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルスによる行動制限や物流需給、半導体不足等

の緩和等に伴い、緩やかな回復基調となりました。一方で、ウクライナ情勢に起因する資源価格の上昇やインフレ

の加速、各国の中央銀行による金融引き締め政策等により、依然として先行き不透明な状況が続いています。

地域別の状況については、米国・欧州では巣ごもり需要が一巡するも、個人消費は堅調に推移しました。中国で

はゼロコロナ政策と、12月以降の行動制限緩和による感染拡大が、企業活動や個人消費に影響を及ぼしています。

日本においては、社会経済活動は総じてコロナ禍前の水準に戻りましたが、急激な為替変動や物価上昇の影響は色

濃く、回復は緩やかなものとなりました。

こうした事業環境において、当社では資材や物流費高騰への対応、部品在庫の確保による計画的な生産及び売上

高の維持等、計画の達成に向けて活動しました。

当第３四半期連結累計期間における経営成績の概況については以下のとおりです。なお、下記に示す売上高は 外

部顧客に対する売上高であり、報告セグメント間売上高は内部取引売上高として消去しています。

 

セグメントの状況

　当社は、2022年４月より、事業セグメントを収益基盤の維持・拡大を目指す「コンポーネント事業」、今後の成

長領域と位置づけて伸ばす「センサ・コミュニケーション事業」、改善により収益体質の良質化を図る「モジュー

ル・システム事業」へと再整理し、よりバランスの取れた成長に向けた取り組みを進めています。これに伴い、第

１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しています。

また、第１四半期連結会計期間末において、「物流事業」を構成していた(株)アルプス物流及びその子会社25社

を持分法適用会社に変更したことに伴い、第２四半期連結会計期間より、「その他」の区分に含めています。詳細

は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）　セグメント情報」の「４．

報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。

 
 

＜コンポーネント事業＞

モバイル機器向け製品は、顧客メーカーのスマートフォン販売好調により堅調に推移しました。2022年12月の中

国におけるゼロコロナ政策緩和、その後の感染拡大に伴う中国工場の稼働率低下により生産量が一部落ち込んだも
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のの、為替の円安基調による業績への寄与もあり、売上高、営業利益ともに前年同期を上回りました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間におけるコンポーネント事業の売上高は2,517億円（前年同期比25.3％

増）、営業利益は355億円（前年同期比28.8％増）となりました。

 

＜センサ・コミュニケーション事業＞

世界的な自動車生産の回復に伴い車載向けセンサの売れ行きが堅調に推移し、為替の円安基調による業績への寄

与もあり、売上高は前年同期を上回りました。一方、半導体コスト増加等の影響やスマートフォン向けセンサの顧

客モデルの切り替えに伴い、営業利益は前年同期を下回りました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間におけるセンサ・コミュニケーション事業の売上高は661億円（前年同期

比11.4％増）、営業利益は８億円（前年同期比63.1％減）となりました。

 

＜モジュール・システム事業＞

2022年12月のゼロコロナ政策緩和に伴う感染拡大によって中国工場の稼働率が低下しましたが、自動車メーカー

の新車生産の回復や為替の円安基調による業績への寄与もあり、売上高、営業利益ともに前年同期を上回りまし

た。しかし、資材や物流費等の高騰分に対する取引先への適正価格化活動やコスト削減等に注力するも材料費の高

止まりが続いたこと、一部の製品については円安による業績への寄与が限定的であることにより、営業利益の回復

は緩やかとなりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間におけるモジュール・システム事業の売上高は3,501億円（前年同期比

32.0％増）、営業損失は51億円（前年同期における営業損失は80億円）となりました。

 
以上により、上記の３事業セグメントにその他を加えた当第３四半期連結累計期間における当社グループの連結

業績は、売上高7,006億円（前年同期比18.1％増）、営業利益344億円（前年同期比23.5％増）、経常利益366億円

（前年同期比29.1％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益211億円（前年同期比43.2％増）となりました。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

（３）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、269億円です。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）従業員数

①連結子会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数合計は6,515名減少し、30,385名となりました。また、

臨時雇用者数が3,326名減少し1,611名となりました。

これは主に、連結子会社であった(株)アルプス物流及びその子会社25社を持分法適用の範囲に含めたことによる

ものです。

なお、従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除きます。）です。

 
②提出会社の状況

当第３四半期連結累計期間において、提出会社の従業員数に著しい増減はありません。
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（７）生産、受注及び販売の実績　

当第３四半期連結累計期間においては、「その他」の区分の販売高が減少しています。これは主に、第１四半期

連結会計期間末において、「物流事業」を構成していた(株)アルプス物流及びその子会社25社を持分法適用会社に

変更したことに伴い、第１四半期連結会計期間において、「物流事業」として開示していた外部顧客への売上高を

第２四半期連結会計期間より「その他」の区分に含めたことによるものです。

 
（８）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資金需要

当第３四半期連結累計期間における当社グループは、運転資金及び将来の事業基盤に向けた研究開発に加え、コ

ンポーネント事業及びセンサ・コミュニケーション事業は生産体制強化を図るための生産設備への投資、モジュー

ル・システム事業は生産設備の更新や合理化のための国内外の主要な拠点での投資といった設備投資による資金需

要が生じています。

 

②財務政策

当社グループでは、事業活動の推進、支援を目的とし、現金及び現金同等物、営業活動からのキャッシュ・フ

ローのほか、銀行借入金によって資金調達を行っています。具体的には、運転資金を確実に確保するために、2022

年12月31日現在、短期資金調達のための４つの金融機関との400億円のコミットメントライン契約を維持していま

す。また、グループ内資金の効果的な活用のため、グループ各社を含めキャッシュプールシステムを運用していま

す。

 
３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 500,000,000

計 500,000,000
 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
2022年12月31日

提出日現在
発行数（株）

（2023年２月８日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 219,281,450 219,281,450
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数
100株

計 219,281,450 219,281,450 ― ―
 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2022年10月１日～
2022年12月31日

－ 219,281,450 － 38,730 － 99,993
 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしています。

 
①【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） － － ―

議決権制限株式（その他） － － ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,801,000 － ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 205,241,500 2,052,415 ―

単元未満株式 普通株式 238,950 － ―

発行済株式総数 219,281,450 － ―

総株主の議決権 － 2,052,415 ―
 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）

含まれています。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が63株含まれています。

 

②【自己株式等】

  2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

アルプスアルパイン(株)
東京都大田区
雪谷大塚町１番７号

13,801,000 － 13,801,000 6.29

計 ― 13,801,000 － 13,801,000 6.29
 

 
２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

アルプスアルパイン株式会社(E01793)

四半期報告書

 7/19



第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 139,730 91,786

  受取手形及び売掛金 156,482 158,803

  商品及び製品 69,616 85,910

  仕掛品 13,739 17,826

  原材料及び貯蔵品 50,045 70,604

  その他 29,628 40,434

  貸倒引当金 △193 △230

  流動資産合計 459,049 465,134

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 164,083 125,713

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △112,114 △91,126

    建物及び構築物（純額） 51,969 34,586

   機械装置及び運搬具 294,893 297,223

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △230,443 △237,515

    機械装置及び運搬具（純額） 64,450 59,707

   工具器具備品及び金型 158,944 159,540

    減価償却累計額及び減損損失累計額 △138,152 △139,916

    工具器具備品及び金型（純額） 20,792 19,623

   土地 30,908 20,438

   建設仮勘定 23,140 26,082

   有形固定資産合計 191,260 160,439

  無形固定資産 28,231 26,432

  投資その他の資産   

   投資有価証券 46,096 58,907

   繰延税金資産 6,367 6,698

   退職給付に係る資産 48 －

   その他 12,530 11,657

   貸倒引当金 △65 △25

   投資その他の資産合計 64,978 77,238

  固定資産合計 284,470 264,109

 資産合計 743,520 729,244
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 85,243 92,492

  短期借入金 57,037 66,351

  未払費用 16,874 15,030

  未払法人税等 6,705 7,623

  賞与引当金 11,320 6,889

  製品保証引当金 8,814 8,802

  その他の引当金 164 198

  その他 48,118 49,003

  流動負債合計 234,279 246,392

 固定負債   

  長期借入金 56,234 56,427

  繰延税金負債 4,136 7,029

  退職給付に係る負債 14,616 12,414

  役員退職慰労引当金 116 88

  環境対策費用引当金 590 590

  その他 8,237 2,022

  固定負債合計 83,931 78,572

 負債合計 318,211 324,965

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 38,730 38,730

  資本剰余金 124,549 124,206

  利益剰余金 217,097 232,040

  自己株式 △26,219 △28,581

  株主資本合計 354,157 366,396

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 20,803 17,087

  土地再評価差額金 △496 △496

  為替換算調整勘定 20,897 24,975

  退職給付に係る調整累計額 △5,935 △5,240

  その他の包括利益累計額合計 35,268 36,325

 新株予約権 180 105

 非支配株主持分 35,701 1,451

 純資産合計 425,308 404,279

負債純資産合計 743,520 729,244
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 593,317 700,616

売上原価 488,893 564,573

売上総利益 104,424 136,043

販売費及び一般管理費 76,548 101,626

営業利益 27,875 34,416

営業外収益   

 受取利息 379 547

 受取配当金 600 800

 持分法による投資利益 122 1,476

 為替差益 550 683

 その他 873 1,146

 営業外収益合計 2,526 4,654

営業外費用   

 支払利息 534 952

 休止固定資産減価償却費 532 392

 外国源泉税 471 438

 その他 455 599

 営業外費用合計 1,994 2,383

経常利益 28,408 36,687

特別利益   

 投資有価証券売却益 452 586

 その他 79 95

 特別利益合計 531 681

特別損失   

 固定資産除売却損 372 564

 減損損失 1,326 64

 投資有価証券評価損 0 1,356

 特別退職金 1,471 －

 その他 11 274

 特別損失合計 3,181 2,260

税金等調整前四半期純利益 25,758 35,108

法人税、住民税及び事業税 5,225 9,471

法人税等調整額 3,962 3,076

法人税等合計 9,187 12,548

四半期純利益 16,571 22,559

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 14,754 21,125

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,816 1,434

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6,472 △3,718

 為替換算調整勘定 10,312 5,068

 退職給付に係る調整額 839 701

 持分法適用会社に対する持分相当額 － △312

 その他の包括利益合計 17,624 1,739

四半期包括利益 34,196 24,298

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 31,863 22,181

 非支配株主に係る四半期包括利益 2,332 2,116
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（１）連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった(株)アルプス物流及びその子会社25社を、実質支配力

基準（※）により支配していると認められなくなったため連結範囲を変更しています。

なお、当該連結範囲の変更により、当第３四半期連結会計期間末の連結貸借対照表における資産合計及び負債

合計が減少しています。また、当第３四半期連結累計期間の連結損益及び包括利益計算書の売上高及び営業利益

等が減少しています。

　※議決権割合が40％以上かつ50％以下であり、当該取締役会の構成員の過半数が当社出身者

 
（２）持分法適用の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、(株)アルプス物流及びその子会社25社を持分法適用の範囲に含めていま

す。

 
（３）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、連結子会社のうち決算日が12月31日であった、FAITAL S.p.A.、Magyarországi Hangszórógyártó Kft.及

び、FAITAL U.S.A., INC. の３社は、同日現在の財務諸表を利用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いて必要な調整を行っていましたが、第１四半期連結会計期間より決算日を３月31日に変更しています。

この決算期変更に伴い、当第３四半期連結累計期間において、2022年１月１日から2022年12月31日までの12ヶ

月間を連結しています。

なお、決算期変更した当該３社の2022年１月１日から2022年３月31日までの売上高は1,628百万円、営業利益

は264百万円、経常利益は244百万円、税引前四半期純利益は244百万円です。

 
 

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、連結納税制度からグループ通算制度へ移行し

ています。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算

制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対

応報告第42号」という。）に従っています。また、実務対応報告第42号第32項（１）に基づき、実務対応報告第42

号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしています。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 33,558百万円 35,837百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,071 10.00 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

2021年10月28日
取締役会

普通株式 2,072 10.00 2021年９月30日 2021年11月30日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月23日
定時株主総会

普通株式 2,072 10.00 2022年３月31日 2022年６月24日 利益剰余金

2022年10月28日
取締役会

普通株式 4,109 20.00 2022年９月30日 2022年11月30日 利益剰余金
 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

自己株式の取得

当社は、2022年４月28日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,791,200株の取得を行いました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において自己株式が2,499百万円増加しました。当該自己株式の取得等により、当第３

四半期連結会計期間末において自己株式が28,581百万円となっています。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結財務諸
表計上額
(注)３

コンポーネ
ント事業

センサ・コ
ミュニケー
ション事業

モジュー
ル・システ
ム事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 (注)４ 200,869 59,345 265,223 525,439 67,878 593,317 － 593,317

セグメント間の内部売上高又
は振替高

451 100 197 749 35,027 35,777 △35,777 －

計 201,321 59,446 265,420 526,189 102,905 629,094 △35,777 593,317

セグメント利益又は損失（△） 27,590 2,429 △8,060 21,959 6,014 27,973 △98 27,875
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流、システムの開発、オフィ

スサービス、金融・リース事業等を含んでいます。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△98百万円は、セグメント間取引消去です。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。

４．顧客との契約から生じる収益以外の収益は、主に金融・リース事業に係るものであり、その金額に重要性が

ないため、外部顧客への売上高に含めて開示しています。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）

 
コンポーネント事

業

センサ・コミュニ

ケーション事業

モジュール・シス

テム事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 1,322 2 － － 0 1,326
 

 
 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：百万円）

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結財務諸
表計上額
(注)３

コンポーネ
ント事業

センサ・コ
ミュニケー
ション事業

モジュー
ル・システ
ム事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 (注)４ 251,726 66,118 350,158 668,003 32,613 700,616 － 700,616

セグメント間の内部売上高又
は振替高

272 56 89 418 17,575 17,993 △17,993 －

計 251,998 66,174 350,248 668,421 50,188 718,610 △17,993 700,616

セグメント利益又は損失（△） 35,525 896 △5,100 31,321 3,167 34,489 △72 34,416
 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流、システムの開発、オフィ

スサービス、金融・リース事業等を含んでいます。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△72百万円は、セグメント間取引消去です。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。

４．顧客との契約から生じる収益以外の収益は、主に金融・リース事業に係るものであり、その金額に重要性が

ないため、外部顧客への売上高に含めて開示しています。

 
２．報告セグメントごとの資産に関する事項

（子会社の減少による資産の著しい減少）

第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった(株)アルプス物流及びその子会社25社を持分法適用会社

に変更しています。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、「物流事業」のセグメント資産が92,020百万円減

少しています。なお、第２四半期連結会計期間より、「物流事業」は「その他」の区分に含めています。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（単位：百万円）

 
コンポーネント事

業

センサ・コミュニ

ケーション事業

モジュール・シス

テム事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 47 16 0 － 0 64
 

 

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更）

当社グループは、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを「電子部品事業」、「車載情報機器事業」、

「物流事業」の３区分から、「コンポーネント事業」、「センサ・コミュニケーション事業」、「モジュール・シ

ステム事業」、「物流事業」の４区分に変更しています。

2019年の経営統合から３年が経過し、各事業の融合を織り込んだうえで2022年４月から第２次中期経営計画がス

タートしました。報告セグメントの変更は、これを契機として、収益基盤の維持・拡大を目指す「コンポーネント

事業」、今後の成長領域と位置付けて伸ばす「センサ・コミュニケーション事業」、改善により収益体質の良質化

を図る「モジュール・システム事業」へと事業セグメントの再整理を行ったことによるものです。

また、第１四半期連結会計期間末において、「物流事業」を構成していた(株)アルプス物流及びその子会社25社

を持分法適用会社に変更したことに伴い、第１四半期連結会計期間において、「物流事業」として開示していた外

部顧客への売上高20,558百万円、セグメント間の内部売上高又は振替高9,347百万円、並びにセグメント利益1,873

百万円は、第２四半期連結会計期間より、「その他」の区分に含めています。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法により作成したものを記載していま

す。

 
（収益認識関係）

報告セグメントの変更に伴い、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「（セグメント情報等）」に記

載しています。

 

EDINET提出書類

アルプスアルパイン株式会社(E01793)

四半期報告書

15/19



 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益 71円22銭 102円68銭

　（算定上の基礎）   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 14,754 21,125

　　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　　四半期純利益（百万円）

14,754 21,125

　　普通株式の期中平均株式数（千株） 207,180 205,739

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 71円20銭 102円66銭

　（算定上の基礎）   

　　親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百万
円）

－ －

　　普通株式増加数（千株） 53 43

　　（うち、新株予約権） （53） （43）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

（１）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,109百万円

（２）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　20円00銭

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　2022年11月30日

（注）2022年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

　　　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年２月８日

アルプスアルパイン株式会社

取締役会  御中

 
EY新日本有限責任監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　田島　　一郎  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　脇野　　　守  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアルプスアルパ

イン株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日か

ら2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルプスアルパイン株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
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実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

 
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

※　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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